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一人ひとりがWell-Beingでいられる街

共助型未来都市の実現

共助型未来都市に求められること

• 本人の同意に基づいて、市民・民間サービス・公的サービスとつながる安心・安全な仕組み

• 個人情報を含むデータの取り扱いに対するガバナンスと透明性の確保

• 暮らしのあらゆる局面の課題解決と様々な領域での自己実現に邁進できるようなパーソナライズ

サービスの提供

• 持続的な共助型未来都市運営のための資金循環モデルの構築

めぶくID めぶくグラウンド株式会社

共助型未来都市の実現

（旧まえばしID)
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2022年10月21日、「めぶくID」リリース
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「めぶくID」作成の流れ

my電子証明書（認定認証業務）
発行プロセス

my認証（特定認証業務）
発行プロセス

利用者
（スマホ）

マイナンバー
カード

めぶくID
発行完了

マイナンバーカードの署名用電子
証明書に係る電子署名で本人確認
（電子署名の有効性を公的個人認証
サービスで確認した上で、本人確認
オペレータによる目視確認）

1

スマホ内で鍵ペアを生成し、認証
局に証明書発行を依頼

2

認証局で電子証明書を発行し、ス
マートフォンに送付

3

my電子証明書の電子署名で本人
確認

1

スマホ内で鍵ペアを生成し、認証
局に証明書発行を依頼

2

認証局で電子証明書を発行し、ス
マートフォンに送付

3
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暮らし全般をDXするための「めぶくID」

国・自治体サービス 準公共サービス 民間サービス

iPhone及び
Androidスマートフォン

めぶくID

マイナンバーカード 電子署名法の
認定認証業務を行う

電子認証局

マイナンバーカード
の署名用電子証明書
により本人確認

電子証明書を発行
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これまでの道のり

金融庁が「FinTech実証実験ハブ」においてFPoS実証実験を支援することを発表2018.5.31

2021.1.15 主務三省に、電子署名法に基づく認定を申請

認定認証局の検討、認定取得に向けた取り組みを開始

電子署名法の主務三省（総務省、法務省、経産省）と協議

金融庁とFPoSについて議論2017

2019.1.24 金融庁が実証実験結果を発表

監督指針で示されている「中間者攻撃」や「マン・イン・ザ・ブラウザ攻撃」などの高度
化・巧妙化する犯罪手口への対策にかかる着眼点も充足する

（2021.9.1 デジタル庁が発足し、主務省は、デジタル庁と法務省に移管）

2021.11.10 電子署名法に基づく主務大臣の認定を取得

個人のインターネットバンキング利用において、高度化・巧妙化する犯罪手口に対し
て、今日普及している方法では防御できない

2019.1～
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電子署名法に基づく認定認証業務一覧

出典：デジタル庁「電子署名法に基づく認定認証業務一覧」より抜粋、赤字部分は資料作成者が付与

スマホ
ベースで初
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めぶくIDの特徴

本人性・真正性、セキュリティ・プライバシーを確保し

パーソナライズされたサービスを安心安全に提供するために

スマートフォン上で実装されるデジタルID

めぶくIDの
基本コンセプト

利便性

持ち運びやすく使いやす
い、多様なプラッフォー
ムで機能する汎用性と携

帯性を有する

セキュリティ基盤

本人性

デジタル上で
法的根拠に基づき

本人が本人であることを
示す

（身分証明書の役割）

めぶくIDの
特徴

自己主権

ユーザーが自身の
意思に基づいて

主体的に提供する
データの選択ができる

真正性

意思表示が本人の意思で
あることを示す

（公正証書の役割）
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認定認証業務の法的効力

出典：総務省「公的個人
認証サービスと紐付けら
れた民間IDの利活用に関
する課題整理」より抜粋、
紺色枠線は資料作成者が
付与
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民間IDの位置づけ

出典：総務省「公的個人
認証サービスと紐付けら
れた民間IDの利活用に関
する課題整理」より抜粋
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一人ひとりがWell-Beingでいられる街

共助型未来都市の実現

共助型未来都市に求められること

• 本人の同意に基づいて、市民・民間サービス・公的サービスとつながる安心・安全な仕組み

• 個人情報を含むデータの取り扱いに対するガバナンスと透明性の確保

• 暮らしのあらゆる局面の課題解決と様々な領域での自己実現に邁進できるようなパーソナライズ

サービスの提供

• 持続的な共助型未来都市運営のための資金循環モデルの構築

めぶくID めぶくグラウンド株式会社

共助型未来都市の実現

2022年10月21日
リリース

2022年10月６日
設立

IDを発行



動画



めぶくグラウンド株式会社の発起人・株主

前橋市

群馬銀行
東和銀行
しののめ信用金庫

カネコ種苗
コシダカホールディングス
ジンズホールディングス
日本通信
ヤマト

前橋市

８事業者

＋



データガバナンス

責任を持った体制が必須

めぶくグラウンド株式会社設立会見資料を基に作成

官民共創の株式会社を設立

データガバナンス委員会を設置



データガバナンス委員会は共助による豊かで人に優しい社会の構築に向けて、データを持ち

寄って下さる個人、行政、企業、団体の意思と利益を守ることを使命とする。データ利用者

と提供者の利害や意思が相反する場合は、データ提供者の利益を優先させる運用を会社に徹

底させる。この原則下にデータの持ち寄りを促進して社会的、経済的な利得を拡大させるこ

とを志し、その果実を市民、事業者や地域プラットフォームを含むステークホルダーで適正

に分け合うことを保障する。データガバナンスにもステークホルダーの参加をあおぐことで

以上の実現をはかる。

データガバナンス委員会

委員長: 国領二郎（慶應大学教授）

めぶくグラウンド株式会社設立会見資料を基に作成



めぶくIDの発行とデータ連携基盤の提供

Value（当社が提供する価値）

めぶくグラウンド株式会社設立会見資料より



めぶくIDの基本画面



めぶくIDの推進原則

✓ 「誰一人取り残されない」

✓ 「個別最適化」「パーソナライズ」

✓ 「安全安心が大前提・最優先」

✓ 「みんなのアイデアを官民一体で推進」




